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This paper identifies the pure effect of Pro-Patent Policy in the Japanese software industry, 
and examines the impact of the expansion of the scope of software patent on the firms’ R&D 
activities. 
We find that the broadening of the scope of software patent affects the patenting activities of 
the small packaged software firms as well as the large software firms that also involve in 
hardware business. The policy reform has a positive effect on the R&D intensity of large soft-
ware firms running hardware business, whereas it rather has a negative effect on that of small 
packaged software firms. This may increase in IP cost of small firms and result in a further 





１．はじめに  .................................................................................................................... 1 
２．我が国におけるソフトウェア特許の保護  ................................................................... 4 
３．理論モデル  ................................................................................................................ 6 
３－１．モデルの枠組み ............................................................................................... 6 
３－２．モデルの解  ...................................................................................................... 8 
３－３．比較静学  ....................................................................................................... 10 
４．データ ..................................................................................................................... 12 
４－１．使用データ  .................................................................................................... 12 
４－２．データソースの特徴  ...................................................................................... 12 
４－３．媒体特許・ソフトウェア特許の特定  ............................................................. 14 
５．実証分析  .................................................................................................................. 17 
５－１．媒体特許の出願決定要因（制度変更の影響を受けた企業の特定）  ................ 17 
５－２．研究開発人員比率（研究開発集約度）への影響  ............................................ 21 
６．結論 ......................................................................................................................... 24 
謝辞 ................................................................................................................................ 25 





































                                                   
1 ソフトウェア特許が企業のイノベーションに正の影響を与えるか否かについては、いまだ結論は出て
いない。例えば Bessen and Hunt (2007)は、米国における法改正は企業の研究開発活動を促進しておら




特許権の役割として、Cockburn and MacGravie (2007)は、スタートアップ企業が資金調達する時のシ
グナルとして特許権が機能していることを明らかにしている。この点をソフトウェア産業に着目して明
















































































                                                   









































のソフトウェア特許の保護状況を簡単にまとめたのが表 1 である。 
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 こうした制度変更の中でも、本稿では 1997 年の改定に着目することで、純粋な制度変更の影響
を識別する。制度変更の影響を分析する場合、DID（Differences in Differences）の考え方を用い




































企業 の開発するソフトウェアの価値  は、研究開発投資  と補完的資産  に依存する（  は特許
を戦略的に活用する能力を表し、知財活動経験やソフトウェアの開発・販売経験と解釈することも
できる）。また、企業 の利潤  はソフトウェアの価値  だけでなく、自社及び他社の特許権の取得状
況にも依存する。 
企業 の利潤  を、①企業 のみが権利化した場合、②企業 のみが権利化した場合、③両社とも
権利化しない場合に分けて次のように定式化する4。 
① 企業 のみが権利化する場合（企業 が先んじて特許を取得した場合） 
                       
       (1) 
② 企業 のみが権利化する場合（企業 が先んじて特許を取得した場合） 
                       
             (2) 
③ 両社とも権利化しない場合  
               
        (3) 








4 両者が同時に同種のプログラムを権利化することは制度上不可能である。  
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ただし、       は専有可能性を表す定数、 は知財活動費用で、単純化のため研究開発コス
トは  
 としている。研究開発投資  と知財活動の経験  は利潤  に対して補完的に機能する。なお、




専有可能性に応じて研究開発による収入が(   )倍増加することを表している。ソフトウェアの価






いるため、企業 が後から開発した発明を特許化しようとしても、新規性は認められない。  
研究開発の成果を権利化できる確率は、他社との研究開発競争で勝利する確率と、特許権の
範囲の広さに依存する（そもそも保護範囲に含まれていなければ特許化できないため）。ここでは、
保護範囲の指標を として、企業  が成果を特許化できる確率（特許化可能確率と呼ぶ）を
          で表す。なお、    ,     ,     を仮定する。 
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 社が先  















以下の議論では、単純化のため、変数 ,   ,   ,  のそれぞれの範囲を[0,1]区間に限定し、企
業 の権利化可能確率を次式のように定義する。 
                       
       
 
       (4) 
                      は他社より先に開発に成功する確率、 は保護範囲に含まれる確率
（あるいは期待登録率）と考えれば良い。 
 同様に、企業 の権利化可能確率は次式のように定義される。 
                       
       
 
       (5) 










特許出願を行なう。すなわち、(1)式と(3)式を比較して、                の条件が満たされる
ときに特許出願を行なう。この条件を書き換えると次式のようになる。 
                 (6) 




企業 と企業 の最適行動の組み合わせが、次の(a)から(c)に該当するケースである。 
 (a)（特許出願する, 特許出願する）の組み合わせ 
(b)（特許出願する, 特許出願しない）（特許出願しない, 特許出願する）の組み合わせ 
(c)（特許出願しない, 特許出願しない）の組合せ 
本稿では、一般性を失うことなく、企業 の補完的資産が企業 よりも大きいケース（     のケー
ス）を想定する。そのため、これらのケースの中から特に、（特許出願する, 特許出願する）と（特許






(a)  両社が特許出願を行う場合  
まずは両社の最適行動が「特許出願する」の場合（        ,         ）について考える。この
場合の両社の期待利潤はそれぞれ次式で表される。 
                              
                                            
   
    
       
 
                
     
       
 
                             
     (7) 
       
       
 
                 
      
       
 
                              










                                      (10) 
 なお、二階条件はそれぞれ、        ,          である。均衡における研究開発水準は、
両社の最適反応関数  (9)式と(10)式の連立方程式の解として求められる。 
 
(b)  1 社のみが特許出願を行う場合  
 続いて、企業 の最適行動が「特許出願しない」の場合（        ,         ）の最適研究開発
水準を考察する。この場合の両社の期待利潤はそれぞれ次の(11)式、(12)式で表される。 
                                                     
   
       
       
 
                    
     (11) 
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       (12) 
各式を  、  について最大化することで、企業 と企業 の最適反応関数がそれぞれ次の一階条件
(13)式、(14)式として導出される。 
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のような影響を与えるかである。そこで、(a) 両者が特許出願を行う場合、(b) 1 社のみが特許出願
を行う場合のそれぞれについて、反応関数の連立方程式を用いた比較静学を行なう。 
 
(a)  両社が特許出願を行う場合  
 (9)式と(10)式をそれぞれ  、  、 で全微分し、クラメールの公式を適用することで、    
     と
    
     が次のように計算される。 
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5 (15)式の分子を  で微分すると、
 
 
        
 
 
            
 
 
      
 
 


















(b)  1 社のみが特許出願を行う場合  
 (13)式と(14)式をそれぞれ  、  、 で全微分し、クラメールの公式を適用すると、    
     と    
     
は次のように計算される。 
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 したがって、大企業のみが特許出願を行う場合には、保護範囲の拡大は大企業と小企業双方の







                                                                                                                                                               
6 出願することが最適行動となる中で最小の  は        を満たす  であり、     のときに(15)式の分















度の企業が回答している。本稿では、CD-ROM でデータが提供されている 1996 年から 2003 年の








表 2 は、2003年におけるサンプル企業 636社と、特定サービス産業実態調査の調査対象 7380事
業所の、情報サービス部門の売上高と構成比をまとめたものである。なお、両調査における業務の
分類や使用される用語が若干異なるため、比較可能な形に統合している。 
 我が国の情報サービス業全体の売上高は 14 兆 1706 億円であり、分析対象企業 636社の合計






                                                   
7 IIP パテントデータベースは知的財産研究所及び人工生命研究所にて提供されている。詳細について
は Goto and Motohashi(2007)を参照されたい。また、Ultra パテントは WISDOMAIN 社によって運営
されている。  










ログラマの人数を用いることにする。図 1は、サンプル企業の 1社当たり平均売上高の推移と、SE と
プログラマの 1 社当たり平均人数の推移をみたものである。 
 
 
















受注ソフトウェア 1,282,079 41.7% 6,637,179 46.8%
パッケージソフトウェア 387,290 12.6% 1,444,426 10.2%
情報処理 335,953 10.9% 2,470,928 17.4%
システム等管理運営受託 264,619 8.6% 1,730,291 12.2%
データベースサービス 14,112 0.5% 311,779 2.2%






























なお、2003年時点におけるサンプル企業 636社のうち、従業員が 300人未満の中小企業は 530
社（83.3％）、300人以上の大企業は 106社（16.7％）である。同年の特定サービス産業実態調査で












くつかの手法が考えられてきている。一つはキーワード用いた特定方法（Bessen and Hunt, 2004）、
もう一つは IPC や米国特許分類等の技術分類から特定する方法（元橋  2008; Mann and Sager 
2007; Graham and Mowery 2003）、そして両者を組み合わせた方法（Hall and MacGarvie 2006; 
鈴木 2009）に大別することができる9。 
 












                                                   









ここでは、IPC とキーワードを組み合わせる方法を採用し、Graham and Mowery（2003）の定義
（IPC の G06F 3/～12/、G06K 9/, 15/、H04L 9/）に、鈴木 (2009)を参考に G06F17 と G06F19 の
IPC サブグループを加え、さらに、上述の媒体特許の発明の名称に多く含まれる「記録媒体」、「プ
ログラム」、「システム」、「ソフトウェア」のいずれかを名称に含むものを追加する。さらに、日本のソフ
トウェア特許として重要と考えられる、ゲーム関係の IPC である A63F13 と A63F9 も追加しておく。 
図 3 は、サンプル企業のうちどの程度の企業が、特許出願を行っているかを見たものである。「全
特許」は、特定の分野に限らずサンプル企業が出願したすべての特許を意味している。  
 図 3をみると、サンプル企業 636社において特許出願を行う企業はそれほど多くないことが分かる
10。この事実は、Mann and Sager（2007）の行った米国におけるソフトウェア・ベンチャー企業の分析
において、その多くが特許を保有していないという事実とも整合的である11。ソフトウェア特許出願企
業数は 2000 年に急増し、2002 年以降は減尐傾向にある。全特許出願企業数の変動は、このソフ










                                                   
10 元橋（2008）では日本全体のソフトウェア特許出願件数を調べており、それによれば 2003 年はおよ




11 彼らのサンプル 877 社のうち、ベンチャー資金獲得後 5 年間から 8 年間のうちに特許を取得した企業













































































































 本稿におけるサンプルを、従業員が 300 人以上の大企業と 300 人未満の中小企業、及びハード
ウェア事業を行なう企業とパッケージを主力とする企業に分けたとき、それぞれのカテゴリに含まれ
る企業の一部を、表 3 に例示する。 
なお、表 3 において左上のカテゴリに属する企業（ハードウェア事業を行なう大企業）の、2003 年
における媒体特許の出願件数はサンプル全体の約 81％を占めており、また SE とプログラマの平均










ードは著作権でも保護できるという違いがある。こうした影響を SI ダミーで吸収する。 
 特許は企業の技術力等に関するシグナルとして機能することで、ソフトウェア企業の資金調達を




 ソフトウェアの開発は労働集約的な作業であり、開発費用の大半は SE とプログラマの人件費であ







 ソフトウェア特許は他産業に属する企業によって取得されていることが多く（Mann and Sager; 2007, 
Bessen and Hunt; 2007）、そうした企業は特許活動に関する規模の経済性等によりソフトウェア特許
取得にかかるコストが相対的に低くなる可能性がある。この可能性を考慮し、情報処理部門以外の
売上割合をコントロール変数として加える。 
 なお、以降の分析では、分析期間中に従業員数が 300人未満から 300 人以上になった企業や、
                                                   




その逆の企業を除いた 610 社を分析対象とする。各変数の記述統計は表 4 の通りである。 









表 4 各変数の記述統計（610 社×8 年間のパネルデータ） 
 
 
表 5 媒体特許の出願決定要因  
 
変数名 指標 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
媒体特許出願ダミー 制度変更の影響 4880 0.017 0.130 0.000 1.000
プログラム特許出願ダミー 制度変更の影響 4880 0.028 0.166 0.000 1.000
















4880 1.191 2.702 0.000 37.21
営業要員（単位：百人） 補完的資産（販売網・企業規模）・開発販売経験（販売経験） 4880 0.169 1.013 0.000 34.83
受注ソフト売上割合 業務内容による特許取得性向の違い 4880 0.513 0.363 0.000 1.000
情報処理部門以外の売上割合 兼業の程度による特許取得性向の違い 4880 0.117 0.225 0.000 0.980
パッケージ主力ダミー 0.022*** 0.022** 0.011 0.010*** 0.009** 0.009**
(2.58) (2.49) (1.33) (2.62) (1.97) (2.32)
ハードウェア事業ダミー 0.031*** 0.035*** 0.057*** 0.118*** 0.123*** 0.151*** 0.004 0.004 0.005
(4.05) (4.49) (4.49) (4.01) (4.25) (3.93) (0.80) (0.61) (0.83)
SIダミー 0.028*** 0.032*** 0.060*** 0.060*** 0.005*** 0.013***
(5.87) (6.79) (2.84) (2.96) (2.68) (4.60)
上場ダミー 0.001 0.002 0.007 0.002 0.003 0.006 -0.000 -0.000 -0.000
(0.19) (0.55) (0.73) (0.07) (0.16) (0.18) (0.07) (0.07) (0.07)
SE+プログラマ（百人） 0.000 0.001** 0.001 0.002 0.002* 0.003***
(0.93) (2.12) (0.32) (0.60) (1.70) (2.64)
営業要員（百人） 0.000 0.000 0.001 0.002 0.002 0.003 0.001 0.003 0.002
(0.73) (0.88) (0.81) (0.55) (0.62) (0.76) (0.15) (0.39) (0.23)
受注ソフト売上割合 0.000 0.001 -0.001 0.030 0.034 0.026 -0.001 -0.000 -0.001
(0.14) (0.29) (0.21) (0.87) (0.95) (0.60) (0.65) (0.28) (0.77)
情報処理部門以外の売上割合 -0.001 -0.002 -0.005 0.034 0.032 -0.001 -0.010 -0.013 -0.010
(0.21) (0.38) (0.62) (0.83) (0.78) (0.03) (1.54) (1.60) (1.54)
年ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes
サンプル数 4880 4880 4880 728 728 728 4152 4152 4152
擬似決定係数 0.30 0.29 0.24 0.23 0.23 0.19 0.17 0.14 0.15
対数尤度 -298.21 -300.06 -321.48 -160.07 -160.30 -168.18 -123.10 -126.29 -125.48
Robust z statistics in parentheses





























パッケージ主力ダミー 0.053*** 0.052*** 0.033*** 0.027*** 0.023*** 0.025***
(3.82) (3.69) (2.70) (3.39) (2.73) (3.20)
ハードウェア事業ダミー 0.055*** 0.064*** 0.089*** 0.212*** 0.224*** 0.235*** 0.007 0.006 0.007
(5.27) (5.59) (5.55) (4.61) (4.87) (4.40) (0.97) (0.82) (0.97)
SIダミー 0.037*** 0.045*** 0.104*** 0.108*** 0.006** 0.015***
(5.98) (6.95) (3.06) (3.20) (2.19) (3.74)
上場ダミー 0.009 0.013** 0.026** 0.017 0.023 0.031 0.012 0.014 0.013
(1.47) (2.17) (2.04) (0.52) (0.71) (0.71) (0.99) (0.99) (0.94)
SE+プログラマ（百人） 0.001 0.002*** 0.002 0.005 0.004* 0.005**
(1.63) (2.94) (0.85) (1.29) (1.77) (2.55)
営業要員（百人） 0.000 0.000 0.001 0.001 0.002 0.003 0.008 0.011 0.009
(0.44) (0.65) (0.55) (0.29) (0.44) (0.53) (1.27) (1.36) (1.20)
受注ソフト売上割合 0.001 0.002 -0.000 0.062 0.076 0.045 -0.000 0.001 -0.001
(0.31) (0.55) (0.01) (0.99) (1.25) (0.65) (0.15) (0.36) (0.25)
情報処理部門以外の売上割合 0.006 0.004 0.003 0.119* 0.111* 0.063 -0.005 -0.007 -0.005
(0.80) (0.54) (0.29) (1.84) (1.72) (0.79) (0.78) (0.97) (0.80)
年ダミー
サンプル数 4880 4880 4880 728 728 728 4152 4152 4152
擬似決定係数 0.35 0.34 0.30 0.25 0.25 0.21 0.21 0.20 0.20
対数尤度 -412.17 -416.48 -441.04 -217.53 -218.63 -229.50 -174.45 -177.65 -176.07
Robust z statistics in parentheses







































                                                   


























表 7 媒体特許の出願による研究開発集約度への影響  
 
 
媒体特許出願ダミー -0.061*** -0.078*** -0.022 -0.105*** -0.105*** -0.017 -0.010 -0.059*** -0.027
(3.10) (4.56) (1.63) (3.09) (3.09) (0.87) (0.37) (2.79) (1.12)
媒体特許出願×ハードウェア事業 0.072*** 0.090*** 0.132*** 0.132*** -0.078 -0.029
(2.71) (3.61) (3.18) (3.18) (1.34) (0.52)
媒体特許出願×パッケージ主力企業 -0.076* -0.115*** -0.126*** -0.110***
(1.87) (3.02) (2.91) (2.64)
ソフトウェア以外特許出願件数 -0.002** -0.002** -0.002** -0.001 -0.001 -0.001 -0.005* -0.005* -0.006**
(2.02) (2.03) (1.99) (0.93) (0.93) (0.93) (1.96) (1.93) (2.35)
受注ソフト売上割合 0.049*** 0.049*** 0.049*** 0.041 0.041 0.037 0.050*** 0.049*** 0.050***
(3.57) (3.56) (3.59) (0.89) (0.89) (0.79) (3.55) (3.49) (3.53)
情報処理部門以外の売上割合 -0.012 -0.012 -0.010 -0.023 -0.023 -0.016 -0.008 -0.008 -0.008
(0.80) (0.81) (0.69) (0.61) (0.61) (0.44) (0.49) (0.53) (0.51)
売上高（対数） -0.002 -0.002 -0.002 -0.002 -0.002 -0.003 0.010 0.010 0.010
(1.06) (1.05) (1.26) (1.07) (1.07) (1.30) (1.02) (1.03) (1.02)
定数項 0.589*** 0.589*** 0.589*** 0.545*** 0.545*** 0.548*** 0.596*** 0.596*** 0.596***
(71.81) (71.78) (71.74) (21.26) (21.26) (21.23) (69.86) (69.83) (69.90)
年ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes
サンプル数 4880 4880 4880 728 728 728 4152 4152 4152
企業数 610 610 610 91 91 91 519 519 519
決定係数 0.01 0.01 0.01 0.03 0.03 0.01 0.02 0.01 0.02
Absolute value of t statistics in parentheses










 表 8 は媒体特許の代わりにプログラム特許の出願ダミーを説明変数に用いた結果である。プログ
ラム特許の出願ダミーは、前述の通り制度変更の指標としてはノイズが大きいため、交差項の有意















プログラム特許出願ダミー -0.027* -0.038*** -0.023** -0.031 -0.031 -0.025 -0.026 -0.046*** -0.023
(1.86) (2.86) (2.08) (1.20) (1.20) (1.50) (1.27) (2.75) (1.21)
プログラム特許出願×ハードウェア事業 0.009 0.016 0.009 0.009 0.015 0.013
(0.44) (0.79) (0.27) (0.27) (0.40) (0.35)
プログラム特許出願×パッケージ主力企業 -0.053* -0.055* -0.055* -0.055*
(1.85) (1.96) (1.76) (1.75)
ソフトウェア以外特許出願件数 -0.002* -0.002* -0.002* -0.001 -0.001 -0.001 -0.006** -0.006** -0.006**
(1.86) (1.83) (1.85) (0.80) (0.80) (0.80) (2.41) (2.27) (2.38)
受注ソフト売上割合 0.049*** 0.049*** 0.049*** 0.037 0.037 0.037 0.049*** 0.049*** 0.050***
(3.58) (3.58) (3.58) (0.81) (0.81) (0.80) (3.52) (3.51) (3.53)
情報処理部門以外の売上割合 -0.011 -0.011 -0.011 -0.016 -0.016 -0.016 -0.009 -0.009 -0.008
(0.74) (0.76) (0.73) (0.42) (0.42) (0.42) (0.53) (0.59) (0.53)
売上高（対数） -0.002 -0.002 -0.002 -0.003 -0.003 -0.003 0.010 0.010 0.010
(1.14) (1.12) (1.16) (1.25) (1.25) (1.26) (1.02) (1.03) (1.01)
定数項 0.589*** 0.589*** 0.589*** 0.548*** 0.548*** 0.549*** 0.596*** 0.596*** 0.596***
(71.72) (71.68) (71.73) (21.23) (21.23) (21.30) (69.84) (69.83) (69.85)
年ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes
サンプル数 4880 4880 4880 728 728 728 4152 4152 4152
企業数 610 610 610 91 91 91 519 519 519
決定係数 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
Absolute value of t statistics in parentheses










主力事業とする企業とに分類し、さらにそれらを従業員数 300 人以上の大企業と 300 人未満の中
小企業とに分けて分析を行なった。ハードウェア事業を行なうソフトウェア企業とは、媒体特許の認
可される以前（装置と一体となったソフトウェアのみが特許化可能であった時期）にソフトウェア特許
の出願を行なっていた企業（本稿では 90 年から 95 年の期間にソフトウェア特許を出願していた企
業）を指し、パッケージソフトウェアを主力事業とする企業とは、パッケージソフトウェアの売り上げ比
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